
HTTR-熱利用試験施設の適用法規に
係る行政相談

令和5年12月15日

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
高温ガス炉研究開発センター 高温工学試験研究炉部

高温ガス炉プロジェクト推進室

原子力規制庁 ご説明資料



行政相談（第1回 10/31）におけるコメント概要
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 既に実績のある法規を用いたほうがより良くなるという観点で、高圧ガス災害が想定さ
れる水蒸気改質器等を含む水素製造施設は、高圧ガスの保安規制を所管する経
済産業省や県が規制業務を実施するのが良いのではないか

 水蒸気改質器等を含む水素製造施設への高圧ガス保安法適用を経済産業省高
圧ガス保安室と相談すること



一般産業法における適用除外対象の整理

ＨＴＴＲ－熱利用試験施設で適用が想定される一般産業法（高圧ガス保安法、労働
安全衛生法）における適用除外対象を調査した

１．高圧ガス保安法
原子炉及びその附属施設内における高圧ガスについては、適用除外
（適用除外）（抜粋）
第三条 この法律の規定は、次の各号に掲げる高圧ガスについては、適用しない
七 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和三十二年法律第百六十六号）第二条第
四項の原子炉及びその附属施設内における高圧ガスについては、適用しない

２．労働安全衛生法
適用除外の規定はなし
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 一般産業法規においては、高圧ガス保安法のみが「原子炉及びその附属施設内の
高圧ガス」を適用除外としている



（参考）原子炉等規制法の適用対象の整理

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制法」という）
の規定は、原子力施設に適用される

【原子力施設】
• 原子炉等規制法第二条(定義)第七号（抜粋）； 「原子力施設」とは、第二十三条
第五号に規定する試験研究用等原子炉施設をいう

【試験研究用等原子炉施設】
• 原子炉等規制法第二十三条（設置の許可）第五号（抜粋） ；試験研究用等原
子炉及びその附属施設（以下「試験研究用等原子炉施設」という。）の位置、構造
及び設備
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 原子炉等規制法では、「原子炉及びその附属施設（原子炉施設）」を規定の適
用対象としている
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• 高圧ガス災害が想定される水蒸気改質器等を含む水素製造施設を一般産業法規の下で規制する

• そのため、原子炉及びその附属施設の範囲は原子炉建家隔離弁までとし、原子炉等規制法の下で規
制する

• 水素製造施設の異常は、外部事象として原子炉施設への影響評価を行い、離隔距離の確保や原子
炉スクラムを含めた措置により、原子炉安全に影響を与えないよう設計する

原子炉等規制法適用範囲
原子力規制委員会が原子力安全の観点
から規制業務を行う範囲

高圧ガス保安法適用範囲
県が高圧ガス安全の観点から規制業務を
行う範囲

原子炉 中間熱交換器 水蒸気改質器

原子炉等規制法

隔離弁

２次ヘリウム冷却設備１次冷却設備

一般産業法規
（高圧ガス保安法等）

その他
水素製造設備

水素製造施設原子炉及びその附属施設（原子炉施設）

HTTR-熱利用試験施設の適用法規

隔離弁



HTTR-熱利用試験施設の適用法規
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２次ヘリウム
冷却設備

水蒸気
改質器

蒸気発生器

蒸気
過熱器

放熱器

原料ガス
加熱器

原子炉

１次加圧水
冷却器

加圧水
空気
冷却器

中間
熱交換器

２次加圧水
冷却器

水蒸気
供給設備

原料ガス供給設備

原子炉建家

ヘリウム
冷却器

後処理設備

不活性ガス供給設備

原料ガス
プレヒーター

再生
熱交換器

サージタンク

メタン
窒素

2次ﾍﾘｳﾑ

水素
水・蒸気

※隔離弁の設置場所を原子炉建家内とするか原子炉建家外とするかは設計進捗に応じて決定する

原子炉等規制法
（設置許可基準規則、試験炉規則）

原子力技術基準

一般産業法規
（高圧ガス保安法、労働安全衛生法）

高圧ガス等技術基準 ボイラー・圧力容器基準

※

※

水蒸気供給設備

補助
冷却設備



許認可プロセス（案）

事業者 都道府県知事等

製造の許可

製造施設工事

完成検査申請 完成検査

高圧ガス保安技術
管理者等届出

製造開始届出
届出

茨城県
・近隣市町村 事業者 原子力

規制委員会

設置変更
許可申請 許可

設工認申請

着工

原子炉等規制法適用範囲 高圧ガス保安法適用範囲

認可

保安規定認可
申請 認可

運転開始

取合条件
• 外部人為事象の条件
• 水素製造施設の
条件

新増設計画書
（変更）提出口頭了解

事前了解

製造許可申請
高圧ガス製造施設等変更許可申請
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まとめ

• 高圧ガス災害が想定される水蒸気改質器等を含む水素製造施設
は、一般産業法規（高圧ガス保安法等）の下で規制する

• 原子炉及びその附属施設の範囲は原子炉建家隔離弁までとし、
原子炉等規制法の下で規制する
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参考資料

月日 相手方 内容

2023/6/27 茨城県
消防安全課産業保安室

炉規法適用範囲と高圧ガス保安法の適用範囲を規制庁が示した場合には、
茨城県として高圧ガス保安法適用施設を粛々と審査することになるだろう

2023/8/22 原子力規制庁
志間安全規制管理官面談 高圧ガス保安法の適用範囲に関し、経済産業省にも相談すること

2023/10/2 経産省
高圧ガス保安室

高圧ガス保安法は原子炉及び附属施設内における高圧ガスを除くものが適
用範囲となっているため、水蒸気改質器を炉規法の範囲として原子炉施設
の附属施設とするにあたっては、当該機器が炉規法の中で読めるという原子
力規制庁の見解が必要

2023/10/31 原子力規制庁
水蒸気改質器等の水素製造施設の高圧ガス災害対策に対し、”餅は餅屋
であり”、安全性を確保するために妥当な法規を適用するのが良いのではない
か。経産省と再度相談してほしい

2023/11/8 経産省
高圧ガス保安室

炉規法側で水蒸気改質器等は原子炉の附属施設として見ないということで
あれば、高圧ガス保安法を適用することとなる

2023/11/29 茨城県
消防安全課産業保安室

適用法規範囲を整理し、高圧ガス保安法の範囲として申請すれば、県は
粛々と審査する。高圧ガスの製造許可は、炉規法の許可取得有無は関係
ないので、適切な時機で申請してもらえば良い

ＨＴＴＲ－熱利用試験施設の適用法規に係る行政相談の経緯
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